
 
第１３回 愛知クリニカルパス研究会プログラム 

 
期 日：2008 年5 月31 日（土） 13:00～17:00 
会 場：名古屋大学医学部附属病院 中央診療棟３Ｆ講堂 
  

                  当番世話人：名古屋大学医学部附属病院 吉田
よ し だ

 茂
しげる

 

 
≪ 開会の辞 ≫ 13:00～13：05 
 
≪ 一般演題：セッションⅠ ≫ 13：05～13：45 【各演題：発表7 分 質疑応答3 分】 

  座長：社会保険中京病院 看護局次長 山田
や ま だ

 絹代
き ぬ よ

 

① 当院での鼠径ヘルニア手術のクリティカルパスの使用経験 

     名古屋第一赤十字病院 中央手術室看護師 板津
い た づ

 由希子
ゆ き こ

 

② 手術室クリニカルパスの作成と活用 － その成果と今後の課題 － 

     名古屋第二赤十字病院 手術室看護係長 永田
な が た

 真理
ま り

 

③ ＨＰＮクリニカルパスの作成 

     愛知がんセンター中央病院 看護部 高野
た か の

 真由美
ま ゆ み

 

④ 禁煙支援における地域医療連携システム構築 

     名古屋医療センター 看護部 谷口
たにぐち

 千枝
ち え

 

 
≪ 一般演題：セッションⅡ ≫ 13：45～14：25 【各演題：発表7 分 質疑応答3 分】 

座長：名古屋第二赤十字病院 医療情報部長 岸
きし

 真司
し ん じ

 

⑤ 地域連携クリティカルパスの導入と運用 ～大腿骨頚部・転子部骨折についての取組～ 

     名古屋記念病院 看護部 加藤
か と う

 早能
さ よ し

 

⑥ 当院における大腿骨頚部骨折地域連携パス・リハビリテーション部門の取り組み 
    －急性期リハビリテーションからの視点－ 

     大同病院 リハビリテーション科 江﨑
え ざ き

 弘徳
ひろのり

 

⑦ 地域連携パス作成の取り組み －委員会活動を通して－ 

     トヨタ記念病院 地域連携室 前
まえ

 千登世
ち と せ

 

   
≪ 休憩 ≫ 14：25～14：30 
 



 
≪ 特別講演 ≫ 14：30～15：30 
  外来がん化学療法の地域連携について 

     名古屋大学医学部附属病院 外来化学療法部長 安藤
あんどう

 雄一
ゆういち

 

 
≪ 休憩 ≫ 15：30～15：35 
 
≪ パネルディスカッション ≫ 15：35～16：55 

  コーディネーター：名古屋大学医学部附属病院 医療経営管理部 吉田
よ し だ

 茂
しげる

 

  コメンテーター：名古屋大学医学部附属病院 外来化学療法部長 安藤
あんどう

 雄一
ゆ う い ち

 

 
  ◆テーマ：がん診療の地域連携の実現に向けて 【発表10 分】 
 

① 愛知県がんセンター中央病院における病診連携システムの現状と地域連携パスへの展望 

愛知県がんセンター中央病院 呼吸器内科 医長 清水
し み ず

 淳 市
じゅんいち

 

 

② 千種区医師会「在宅医紹介システム」概要 

イノコシ外科内科リハビリテーション室（千種区医師会地域医療委員）佐野
さ の

 真
まこと

 

 

③ 訪問看護ステーションの現状と課題 

（社）愛知県看護協会立訪問看護ステーション「たかつじ」 所長 真下
ま し た

 美枝子
み え こ

 

 

④ がん診療の地域連携実現に向けて－退院支援より－ 

名古屋大学医学部附属病院 看護師長 池戸
い け ど

 初枝
は つ え

 

 

⑤ 総合討論【40 分】 

 

≪ 閉会の辞 ≫ 16：55～17：00 
 

 

 



当院での鼠径ヘルニア手術のクリティカルパスの使用経験 
                             名古屋第一赤十字病院 
                         看護部中央手術室 一般外科* 
              ○板津由希子 柳あさみ 大鐘隆宏 竹内英司* 宮田完志* 

 
１、研究目的 
 バリアンスの発生頻度と内容を検討し、現在使用しているパスが有用であるかを評価すると

ともに、今後の課題について検討する。 
２、研究方法 
 Ｈ１９年１月４日～Ｈ２０年３月３１日に行った鼠径ヘルニア手術２０８件のうちパスを

使用した１６５件について、バリアンスの検討を行う。（４３件は、脊椎麻酔下で手術したた

めパス使用の対象としていない） 
３、研究結果 
 １６５件のうちバリアンスが生じたのは、２３件であった。バリアンスの内訳は、患者の状

態変化（血圧の変動・吐気・胸痛・ポピドンヨード消毒部の発赤）が８件、局所麻酔薬を通常

以上に使用した症例が７件、鼠径ヘルニア手術とともに脂肪腫切除などの別の手術を行った症

例が３件、その他が５件であった。その他は、点滴確保時にネームバンドを切離した症例が 3
件、プロリンヘルニアメッシュ（PHS）のサイズが合わず PHS を追加で使用した症例が 1 件、

患者に右半身麻痺があり術中体位を変更した症例が 1 件であった。 
４、考察 
 バリアンスには、二つの概念、すなわち「変動」と「逸脱」が含まれているが、今回発生し

たバリアンスをこの二つに分類すると以下のようになる。 
変動：患者の状態変化（8 件）、局所麻酔薬を通常以上に使用した（7 件）、鼠径ヘルニア手術

とともに別の手術を行った（3 件） 
逸脱： なし 
どちらにも当てはまらない：その他（5 件） 
また、本パスは Gate Way 方式を採用しているため、アウトカムを達成しないことがバリアン

スとなるが、その視点から分析するとバリアンスは無かった。 
 以上の結果より、全症例に予定手術が施行され、逸脱はなかった。 
５、結論 
 今後は、看護師にパスの再教育を行い、バリアンスの定義の確認を行うことにより、バリア

ンスを減少させることが可能であると考えられた。今回の研究結果において、パスを逸脱した

症例は無かったことから、このパスは有用であり、安全に手術が行われていると評価した。 

研究要旨  当院では、成人の鼠径ヘルニア根治術を年間約１７０件施行している。看

護記録はすべて手書きで行ってきたが、H２１年１月からの電子カルテ導入をきっかけ

とし、手術の安全性を高めるため、局所麻酔下鼠径ヘルニア手術のクリティカルパス（以

下、パスとする）を作成した。今回、バリアンスの検討を行いパスの有用性を評価した。 



演題名：手術室クリニカルパスの作成と活用 
      ―その成果と今後の課題― 
 
                                        医療機関名：名古屋第二赤十字病院 

            所属・役職：中央手術室 
                     氏   名：永田 真理 早川 志保  

神出 美保子 阿比留 まどか  
小瀬 裕美子 

 
 
研究要旨  当院の術中看護記録は、経時記録を使用していた。しかし、1.現状の記録で

は、手術室看護が見えない 2.看護師のレベルにより、記録内容が様々である 3.新人は記

録に時間がかかり、間接介助業務が滞る 4.周手術期看護に必要な情報が記録されている

のか疑問である 5.手術麻酔記録と重複している等の問題点があった。そこで、2006 年よ

り、病棟と連携した眼科白内障手術室クリニカルパスを活用開始し、2008 年 2 月から、

12 科 42 種類の手術室クリニカルパスを作成、活用している。活用開始前後での看護師

の意識や業務の変化等についてアンケートをとり、検証した。 
 

 
１．目的 
（1） 看護が見える記録 
（2） 全ての手術室看護師が同じレベ

ルで看護ができる 
（3） 記録時間を短縮できる 
（4） バリアンスが発生した時に、経時 

的に記録ができる 
（5） 病棟と連携できる 
 以上の内容を取り入れた手術室クリニ

カルパス作成に取り組み、導入した。 
 

２．方法 
  術式別手術室クリニカルパス（以下手

術室パス）作成にあたり、どの術式の手

術室パスを作成するのかを検討した。 
まず、①各科で症例数の多い術式②入

れ替え手術の多い術式③術中、間接介助

者が記録を記入する余裕のない術式④バ

リアンスが少ない術式を選択した。手術

室パスは、術前・入室・麻酔導入～手術

開始・手術中・手術終了～麻酔終了・退

室までの 6 期に分けた。 
  作成した手術室パスは、2 月から導入

し、4 月までに整形外科 131 件、移植･内

分泌科、腎臓内科 126 件、産婦人科 126
件、一般外科 114 件、泌尿器科 49 件、脳

外科 46 件、耳鼻科 45 件心臓血管外科 42
件、呼吸器外科 34 件、小児外科 33 件、

形成外科 26 件に使用した。これは、この

期間の手術件数 1555 件に対して手術室

パスの使用は 784 件で、利用率は約 50%
となった。 

   そして、手術室パス導入から約 3 ヶ月

経過したところで、手術室看護師にパス

の活用と成果についてアンケートをとっ

た。 
 

3. 結果・考察 
 手術室看護師 30 人（有効回答数 30 人）

のアンケート結果は、記録時間は手術室パ

スの方が短い；100％ 看護に費やす時間が

増えた；8７％ 看護の漏れが少なくなっ

た；６3％ 記録内容が標準化された；90％ 

手術室パスを導入して良かった・まあ良か

った；100％ 看護の質が向上した；50％
という結果だった。この結果から、手術室

パス導入から３ヵ月のため、看護の質が向

上したと感じるスタッフは半数に留まって

いる。しかしこれは、手術室パスに慣れ、

看護に費やす時間がさらに増えれば、解決

できるのではないかと考える。 
 

4. 今後の課題 
 今後は、①短期入院を対象とした病棟

と連携した手術室パスの増数、②術前の

情報から看護診断を抽出でき、術後訪問

により術中の看護が評価できる一連の手

術室パスの作成を検討していきたい。 



演題抄録 

 

演題名  HPN クリティカルパスの作成 

 

愛知県がんセンター中央病院 

                   看護部 

駒野星子 梶原洋美 ○高野真由美 

 

研究要旨   

患者が HPN を施行するにあたり、短期間でこの技術を習得し、自宅での生活ができるだけ

長く過ごせるように、医療者が統一した関わりができる HPN クリティカルパスを作成し

た。試行した結果、ほぼクリティカルパスに沿った指導ができた。しかし、入院期間とし

ては個々の身体状況があり、入院期間に差が生じた。 

 

１．研究目的 

HPN クリティカルパス作成 
 
２．研究方法 
（１）研究期間：２００８年４月１日～5
月上旬 
（２）対象：HPN クリティカルパスを使用

した医療関係者 
（３）データ収集方法：対象者からの聞き

取り調査  
 
３．研究結果 
HPN クリティカルパス作成したことで統

一した指導ができた。患者は在宅へスムー

ズに移行でき、ほぼ一週間で退院可能とな

った。しかし個々の病状に違いがあり、入

院期間には差が生じた。 
 

４．考察 
このクリティカルパスは対象者が少なく、

内容を評価するには時期早尚といえる。今

後もこのクリティカルパスを使用しながら

検討していき、更に改良していきたい。当

院はがん拠点病院としての役割を担ってお

り、地域連携は必須である。しかし、まだ

病診連携が不十分なことや、麻薬や高カロ

リー輸液を扱っていない地域の病院もあり、

病院探しに時間を要しているため、地域連

携まで結びついていかない。退院した患者

がそれぞれの地域で、個々のニードにあっ

た質の高い医療を受けることができるよう、

チームとしての医療が発展していくことが

必要であると考える。HPN クリティカルパ

スの作成はその一つであり、今後も患者の

ために医療チーム全体での評価や見直しが

必要である。 
 
５．結論 

この HPN クリティカルパス作成が効果的な

在宅医療に結びついていく第一歩となった。 



演題名：名古屋市における禁煙支援地域連携システムの構築 
 

医療機関名 国立病院機構 名古屋医療センター 
 所属・役職  外来 2 階 禁煙外来専任看護師 

               氏名   谷口 千枝 
研究要旨 
 2008 年 3 月，ニコチンパッチの薬局における対面販売（以下 OTC と略す）が承認され，

今後自ら禁煙を試みる喫煙者にとってより禁煙しやすい環境となった。しかし，ニコチン

パッチ使用の際の適切な禁煙介入が，禁煙率を上昇させることは周知の事実であり，OTC
販売とともに禁煙介入を実施する必要がある。地域での禁煙支援実施施設は，病院，診療

所，保健所，歯科，薬局がある。現時点では個々の施設での介入に留まり，一人の患者の

禁煙経過をお互いに把握することが困難である。そこで，本研究では名古屋市内の禁煙支

援実施施設でネットワークを作り，主として OTC 薬と保健治療を用いた禁煙を効率的に推

進することで，地域での禁煙成功者の増加を目指す。 
 
１．研究目的 
  名古屋市での禁煙支援実施施設でネットワークを作り，禁煙サポートを効率的に実施

することで，地域での禁煙成功者の増加を目指す。 
１）OTC 薬利用人口の増加 
２）OTC 薬利用貫遂率の増加 
３）OTC 薬による禁煙成功率の増加 
４）保険診療受診人口の増加 
５）保険診療による禁煙成功率の増加 

２．研究方法 （愛知県禁煙支援ネットワーク作り） 
名古屋市内の禁煙支援実施施設でネットワークを作り，3 ヶ月に 1 回程度の会合を持

つ。病院，診療所，保健所，市役所，薬局，歯科を各施設の特徴に合った禁煙介入別に

役割分担を行う。全ての施設が薬局に服薬指導をお願いし，薬局を中心に連携を持つ。

薬局との連携のために OTC 手帳，クリニカルパスを導入する。 
喫煙者の禁煙支援と，患者に合った禁煙支援実施施設の紹介を行う。 

３．研究結果 
現在，病院・診療所・愛知県薬剤師会・保健所・名古屋市役所・歯科でネットワー

クを作成し，計画実行中である。 
４．考察・今後期待される効果 
   各施設が連携し，お互いの特徴ある禁煙介入を活かすことで，OTC での禁煙成功者

の増加と禁煙治療での禁煙成功者の増加が予測される。そのことから地域での禁煙率

の増加が期待される。 



地域連携クリティカルパスの導入と運用 
〜大腿骨頚部・転子部骨折についての取り組み〜 

                                名古屋記念病院 

                                 看護部 主任 

                                   加藤早能 

要旨 

地域連携クリティカルパス（以下、連携パス）は、急性期病院から回復期施設への連携

医療のツールとして注目を集めている。連携パスを運用するに当たっては、患者・家族

の不安を軽減すること、連携医療機関の理解を得ることが重要となる。当院では 2007

年 1 月より大腿骨頚部・転子部骨折連携パスの運用を開始した。連携医療機関との会議

を含め、現在までの流れと、今後の課題について報告する。 

 
1.目的 

連携パスを使用することにより、しっか

りとした連携体制を作り上げる。また連

携医療機関との会議を行うことにより、

連携パスの様式や運用の改善を行う。そ

して医療者だけでなく、患者・家族に連

携医療について理解を得る。 

2.方法 

連携パス会議から得られた意見をもと

に連携パスの様式や運用について改善

を行う。2007 年度に使用した連携パス

を見直す。 

3.結果 

2007 年度大腿骨頚部・転子部骨折の手

術件数は 115 件であった。そのうち連携

パス対象件数は 51 件であった。手術後

の平均入院日数は 20.92 日であった。 

（2006 年 1〜6 月の平均入院日数は

30.78 日） 

３回の連携パス会議を開催し、連携医療

機関は 9 施設となった。会議の参加者は

医師、看護師、リハビリテーションスタ

ッフ、連携担当スタッフと多職種であっ

た。 

連携パスは会議からの意見を受けて 2

回の様式改訂を行った。 

4.考察 

連携医療機関の意見を取り入れ、連携パ

スの様式改訂を行うことにより、転院後

の患者の受け入れ体制が整い、入院生活

のスタートがよりスムーズになったと

考える。連携パスは医療機関の機能分担

について患者・家族の理解を得て活用す

ることができれば、連携機能の強化、在

院日数の短縮化などに有効である。 

5.結論 

連携パス会議を行い「お互いの顔の見え

る連携」を継続していくことで、医療の

質の向上につなげていくことができる。

                  



当院における大腿骨頚部骨折地域連携パス・リハビリテーション部門の取り組み 
―急性期リハビリテーションからの視点― 

大同病院 リハビリテーション科 
江﨑 弘徳 

    
 
 
 
 
 

【目的】 
リハ部門として、連携パスを円滑に運用

するには、対象患者の情報の共有化と連携

先病院への情報の提供が必須と考えた。リ

ハ部門でもその一躍を担うため、チーム医

療の一員として取り組みをパスに盛り込ん

だ。 
【方法】 
連携パス作成段階からリハ部門として関

わり、パスのチェック項目内容に新たに①

リハビリ進行状況の記入、②定期的なＡＤ

Ｌ評価、③病棟担当作業療法士（以下、Ｏ

Ｔ）の設置を盛り込んだ。 
【結果と考察】 
連携パスで、急性期リテーション部門が

担う役割として重要とされるのは、より詳

細な情報の提供であると考える。それは、

院内のチーム医療としての情報の共有化に

つながり、また連携先病院への情報提供に

もつながる。 
リハビリ進行状況をパスへ直接記載する

ことで、3 つの効果が得られた。①患者情

報が共有化され、チーム医療の充実が図れ

た。②連携先病院への情報提供が円滑に行

うことができた。③統計処理が簡単に算出

できるようになった。 
しているＡＤＬ（ＦＩＭ）を定期的に評

価したことにより、院内 DR や病棟 Nrs の

患者情報の共有化となり、また、連携先病

院への情報提供となった。 
病棟担当ＯＴの配置により、早期からの

病棟ＡＤＬ訓練を実施したことで患者のＡ

ＤＬ状況を病棟 Nrs と共有できた。 
【結論】 
今回の連携パスへのリハ部門の取り組みは、

①リハビリ進行状況の記入、②定期的なＡ

ＤＬ評価、③病棟担当ＯＴの設置であり、

情報の共有化と連携先病院への情報提供に

有用であった。 
 課題として、当院ではクリニカルパスの

電子化がすすみつつある。今後、電子パス

に同じようにシステムが採用できるよう努

めていきたい。 

【研究要旨】 
大腿骨頚部骨折地域連携クリニカルパス（以下、連携パス）において、急性期リハビリ

テーション部門（以下、リハ部門）に求められるのは、対象患者の詳細なリハビリテー

ションの情報提供であって、それが院内チーム医療としての情報の共有化、連携先病院

への情報の提供につながる考え、連携パス作成段階からのリハ部門の関わりと取り組み

をここに報告する。 



地域連携パス作成の取組み ～委員会活動を通して～ 
トヨタ記念病院 

地域医療連携室 看護主任 
前千登世 

 

 
【はじめに】近年、医療の標準化がもとめられるようになり、「地域連携パス」が注目され

ている。当院のクリニカルパスの取り組みは、クリニカルパス分科会が中心となり推進し

てきた。平成 19 年度からは看護室パス委員会も立ち上がりクリニカルパスの質向上と、教

育等に取り組んでいる。その結果、院内クリニカルパスの適応率は 50％を超え定着しつつ

ある。しかし、地域連携パスはその適応期間が長く、地域医療機関を巻き込まなくてはい

けないため作成に着手しにくく、院内の作成支援体制も整っていないなど、なかなか進ま

ないのが現状であった。そこで今回、地域連携パスを推進するために看護師の委員会活動

を中心に他職種、他施設を巻き込んで組織的に展開する事にした。 
【目的】院内への地域連携パスの啓発、教育、作成推進 
【方法】①看護室内パス委員会の中に、「地域連携パス」のグループを作った。②地域連携パ

スグループのリーダーが各科診療部長とヒアリングを行い、作成疾患の選定をした③看護室

パス委員会のメンバーのグルーピングは、作成疾患に関連する病棟、外来、地域連携室の看

護師で構成した。④委員会活動のなかで、地域連携パスの目的、利点、作成手順を確認した。

また共通フォーマット、作成ツールの検討を行い、作成ルールと手順を共有化した。⑤作成

疾患に関連する病棟の年間活動目標に『地域連携パス作成』を掲げ看護スタッフの啓発を図

った。その後⑥作成疾患ごとに薬剤師、リハビリスタッフなどの他職種にも参加を要請し、

新たにワーキンググループを立上げ具体的作成に取り組んだ。⑦ワーキンググループで作成

した地域連携パスの素案を元に、実際に地域連携パスを運用する他施設と意見交換を実施し、

修正、運用の検討を行なった。 

【結果】以上の取り組みより、７疾患（喘息、前立腺癌、C-PAP、C 型肝炎、脂肪肝、逆流性

食道炎、乳がん）のパスが完成し現在運用の確認を行なっている。また現在３疾患のがんの

連携パスを作成中である。今回、看護室クリニカルパス委員会の取り組みで、地域連携パス

の作成支援、審査、管理の支援体制整備が必要な事が明らかになり、地域連携パスプロジェ

クトが結成されるきっかけとなり支援体制が整った。また、看護室パス委員会で検討した項

目を盛り込み地域連携パス作成マニュアルが作られた。                 

【まとめ】地域連携パスは、地域でチーム医療を進めるためのツールであり、限られた職

種のみで作成するのではなく、疾患に関わるさまざまな職種で議論を繰り返し作成するこ

とが望ましいと考える。また、地域連携パスを推進する中で服薬指導の標準化や、継続看

護の可視化など、新たな地域連携の課題を認知する事ができた。そして院内患者教育マニ

ュアルの見直しの機会ともなった。今年度は、作成した地域連携パスの適応率向上に向け

て取り組んでいきたい。 

今回、地域連携パスを推進するために看護師の委員会活動を中心に他職種、他施設を巻

き込んで組織的に展開する事にした。看護室内パス委員会にグループを作り、その中で地

域連携パスの作成手順、共通フォーマットを検討し作成に取り組んだ。その結果、７疾患

の地域連携パスが完成し、更に３疾患のがん連携パスの作成に取り組んでいる。また、地

域連携パスプロジェクトが結成されるきっかけとなり、院内支援体制が整った。地域連携

パスを推進する中で服薬指導の標準化や、継続看護の可視化など、新たな地域連携の課題

を認知する事ができた。 



1 

外来化学療法の地域連携について 

名古屋大学医学部附属病院 

化学療法部 

安藤雄一 

第13回愛知クリニカルパス研究会 2008年5月31日 

名大病院外来化学療法室 
300-350 件/月（16 件/日） 
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16.0 16.3 

15.5 
16.0 15.9 

13.3 

0 

100 

200 

300 

400 

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 その他# 

脳 

小児 

婦人科系腫瘍 

泌尿器系腫瘍 

骨軟部腫瘍 

肺がん 

血液腫瘍 

胆道がん 

胃がん 

膵がん 

大腸がん 

乳がん 

平均 

5 7 8 10 9 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 6 

06年 07年 08年 

4 

4月 334件 
＝ 15.9 件/日 

# 皮膚 5, 頭頚部 3, 
内分泌 2, 食道 1 

外来化学療法室のエッセンス 

 手順書 SOP 

 認証プロトコール 

 抗がん剤調剤 

 外来化学療法記録 

 緩和ケア 

名古屋大学医学部附属病院 外来化学療法室 

名大病院における 
外来化学療法の流れ 

名大病院外来化学療法室 

事前相談やカンファレンス 

各診療科の主治医オーダー 

採血 

各診療科主治医による診察 

化学療法の専門的視点から 
外来化学療法室による評価 

治療の実施 

当日 

前日までに 

外来化学療法室の体制 

名大病院 陶生病院 癌研有明 埼玉医大 

ベッド 20 8 60 40 

医師 専任 6人 当番医 当番（常駐） 1－2人 点滴当番 

看護師 
専従4人 

病棟兼1人 

5人 常に2
名以上 

専従18人 7－8人 

薬剤師 6人 調剤は2－3人 1人 サテライトなし 3人 

安全
キャビ 

2人用1台 中央調剤 中央に2人用4台 2台 

月間件
数 

360 (16) 150（7－8） 2,000-2,500 (100-120) 800 (40)  

内訳 乳がん 4分の1 外科 7割 乳がん 7割 乳がんが中心 

2007年10月 

平成20年度診療報酬改定につ
いて（抜粋） 

 全体改定率 ▲0.82% 

 診療報酬改定（本体） 改定率 ＋0.38% 
 医科 ＋0.42% 

 歯科 ＋0.42% 

 調剤 ＋0.17％ 

 薬価改定等 改定率 ▲1.2% 
 薬価改定 ▲1.1%（薬価ベース ▲5.2%） 

 材料価格改定 ▲0.1% 

中央社会保険医療協議会 診療報酬基本問題小委員会 08年1月16日 ＠全国都市会館 
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Ⅲ-1 がん医療の推進について 

 (3) 専門の医師、看護師、薬剤師の配置等、よ
り質の高い外来化学療法を行う体制が整ってい
る医療機関において施行される化学療法につい
て、評価を行うほか、当該評価を動脈注射等に
ついても拡大する。 

 （７） がん治療におけるがん診療連携拠点病院
が果たす役割や今後の機能強化に合わせて、
がん診療連携拠点病院加算を引き上げる。 
 相談支援センターの充実、手術・放射線治療・化学療
法を効果的に組み合わせた集学的治療の実施等 

 
中央社会保険医療協議会 診療報酬基本問題小委員会 08年1月16日 ＠全国都市会館 

外来化学療法部が関わる 
院内定期カンファレンス 

月 

化学療法部・臨床試験 

耳鼻科・放射線治療部合同 

血液内科 

火 

小児科 

呼吸器内科 

泌尿器科（化学療法のみ） 

水 
緩和ケアチーム（隔週） 

食道(1/2-3ヶ月） 

木 
乳腺外科 

婦人科・放射線治療部（隔週） 

金 
呼吸器内科・呼吸器外科・放射線
治療部合同 

精神科・耳鼻科合同（1/月） 

07年秋より院外公開 

朝の多職種カンファレンス 8：40～ 

がん診療の縦と横 
肺がん：腫瘍内科 vs. 呼吸器内科? 

乳がん 胃がん 肺がん 大腸がん 治験 原発不明がん 

肺炎 

肺気腫 

肺結核 

肺線維症 

気管支喘息 

睡眠時無呼吸症候群 

肺胞蛋白症 

がん医療チーム 
 臓器別専門医 
 臨床腫瘍医 
 がん化学療法認定看護師 
 抗がん剤専門薬剤師 
 緩和医療チーム 

抗がん剤のプロトコール整備 

 科学的な根拠に基づく治療 
 化学療法部運営協議会 

 入院プロトコール審査委員会
（08年4月～） 

 安全で効率的な治療 

 希釈液、順序、速度、副作用
の治療薬の標準化 

 手順の標準化 

 情報の標準化 
 “ダブルチェック” 

 抗がん剤調剤 

 患者さんへの説明 

 教育 

投与 

方法 

薬剤 投与 

時間 

Day  

1 

① DIV 生理食塩液注 50 ml 

カイトリル注 3 mg/3ml 

デカドロン注 16 mg（減量可） 

15分 

200 ml/時 

↓ 

② DIV 

②③同時投与 

5％ブドウ糖液注 500 ml 

アイソボリン注 200 mg/m2 

120分 

250 ml/時 

↓ 

③ DIV 

②③同時投与 

5％ブドウ糖液注 250 ml 

トポテシン注 150 mg/m2 

120分 

125 ml/時 

↓ 

④ DIV 生理食塩液注 50 ml 

5-FU注 400 mg/m2 

15分 

200 ml/時 

↓ 

⑤ DIV 5-FU注   2400 mg/m2 

生理食塩液注を加えて総量 230 ml 

（5 ml/時） として２日用ポンプを使用 

46時間 →   

文献： Andre T. Eur J Cancer. 1999; 35: 1343-1347 インターバル日数 14日 

転移・再発 結腸・直腸癌  
 FOLFIRI(CPT-11/5-FU/l-LV)療法 

結腸・直腸癌 1 骨軟部肉腫：ドキソルビシン・イホスファミド(D-I)療法 化学療法部 4 

投与 

方法 

薬剤 投与 

時間 

Day  

1 

Day  

2 

Day  

3 

Day 

4 

① DIV ソリタＴ3 注 2000ml 

メイロン注 80ml 

24時間 

80 ml/min 

→ → → → 

中止可 

② DIV 

側管 

生理食塩液注 50 ml 

カイトリル注  3 mg/3ml 

デカドロン注 16 mg 

15分 

200 ml/時 

↓ 
 

③ 

 

DIV 

側管 

 

生理食塩液注 50 ml 

デカドロン注 8 mg 

カイトリル注  3 mg/3m 

15分 

200 ml/時 

 

↓ 

 

↓ 

 

④ DIV 

側管 

生理食塩液注 50 ml 

アドリアシン注 50mg/m2 

15分 

200 ml/時 

↓ 

⑤ 

 

DIV 

側管 

生理食塩液注  100 ml 

ウロミテキサン注  0.4g/m2（増量可） 

30分 

200 ml/時 

↓ ↓ 

 

↓ 

 

⑥ DIV 

側管 

生理食塩液注 500ml 

イホマイド注 1.7g/m2 

2時間 

250 ml/時 

↓ ↓ 

 

↓ 

 

⑦ DIV 

側管 

生理食塩液注  100 ml 

ウロミテキサン注  0.4g/m2（増量可） 

30分 

200 ml/時 

⑥終了4時後 

↓ ↓ ↓ 

⑧ DIV 

側管 

生理食塩液注  100 ml 

ウロミテキサン注  0.4g/m2（増量可） 

30分 

200 ml/時 

⑥終了8時後 

↓ ↓ ↓ 

インターバル日数 21日 文献：E Gortzak. Euro Journal of Cancer. 2001; 37: 1096-1103  
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有害事象の重症度 

原則 嘔吐 

1 軽度 24時間に1エピソードの嘔吐 

2 中等度 
24時間に2-5エピソードの嘔吐；
＜24時間の静脈内輸液を要する 

3 重度 

24時間に≧6エピソードの嘔吐； 
≧24時間の静脈内輸液または
TPNを要する 

4 生命を脅かすまたは活動不能 生命を脅かす 

5 ＡＥによる死亡 

有害事象共通用語規準 v3.0 

１ ２      ３ ４ 

白血球 

(/mm3) 

< 基準値下限–
3000 < 3000–2000 < 2000–1000 < 1000 

好中球 

(/mm3) 

< 基準値下限–
1500 

< 1500–1000 < 1000–500 < 500 

血小板 

(/mm3) 

< 基準値下限–
75,000 < 75,000–50,000 < 50,000–25,000 < 25,000 

日本語訳 JCOG/JSCO 版 

有害事象共通用語規準 v3.0 

１ ２      ３ ４ 

下痢 

ベースライン
と比べて＜4
回/日の排便
回数の増加 

ベースラインと
比べて4-6回/
日の排便回数
の増加；＜24
時間の静脈内
輸液を要する 

ベースラインと比べて
≧7回/日の排便回数
の増加；便失禁；≧24
時間の静脈内輸液を
要する；入院を要する 

生命を
脅かす
（例：循
環動態
の虚脱） 

神経障害： 

感覚性 

症状がない；
深部件反射
消失または知
覚異常（疼き
を含む）があ
るが機能障
害はない 

知覚変化また
は知覚異常
（疼きを含む）
による機能障
害はあるが，
日常生活には
支障がない 

日常生活に支障があ
る知覚変化または知
覚異常 

活動不
能/動作
不能 

日本語訳 JCOG/JSCO 版 

名古屋大学外来化学療法室 
「有害事象メモ」 
有害事象 G1 G2 G3 詳細 

悪心 食欲不振 摂食習慣に影響のない食欲低下 体重減少、脱水、栄養失調を伴わ
ない摂食量の減少 

＜24時間点滴を要する 

カロリーや水分の経口摂取が不十
分 

持続点滴を要する 

Day(   ) 

嘔吐 1回/24時間 2-5回/24時間 ≧6回/24時間 Day(   ) 

疲労 倦怠感 軽度の疲労の増強 中等度の疲労 

日常生活の一部に支障を生じる 

高度の疲労 

日常生活に支障あり 

Day(   ) 

下痢 ＜4回/日の増加 

ストーマから軽度増加 

4-6回/日の増加 

＜24時間点滴を要する 

ストーマから中等度増加 

≧7回/日の増加；便失禁 

持続点滴を要する 

ストーマから高度増加 

Day(   ) 

便秘 不定期な症状 

緩下剤、浣腸を不定期に使用 

持続的な症状 

緩下剤、浣腸を定期的に使用する 

日常生活に支障を来たす症状 

摘便を要する頑固な便秘 

Day(   ) 

神経障害 知覚障害があるが機能障害はな
い 

機能障害はあるが、日常生活に支
障がない 

日常生活に支障がある 

・ボタンがとめにくい 

・物（箸など）を落とす 

・つまづきやすい 

Day(   ) 

味覚変化 味覚変化はあるが食事に影響なし 食事に影響する 

嫌な味がする；味覚消失 

Day(   ) 

口内炎 わずかな症状で摂食に影響なし 症状はあるが、食べやすく加工し
た食事を摂取できる 

症状があり、十分な栄養や水分の
経口摂取ができない 

Day(   ) 

その他 爪の変化 / 色素沈着 / 手足症候群 / 脱毛 / 発熱  / 発疹  / 筋肉痛  / 関節痛  / 血管通 

FOLFOX/FOLFIRI：自己抜針、ポンプトラブルの有無 

終了時間    :      穿刺部異常 有：無   FOLFOX/FOLFIRIポンプ接続時間   ：   ． 

臓器別診療科との連携 
文書による同意と指導 
職種横断的な情報共有 
 

正確な診療記録 
客観的な副作用評価 
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それぞれの専門的立場から 
一つのものをみる 

事前の情報収集と支援 
がん相談支援員の参加 
 

名古屋大学医学部附属病院 
がん相談支援 

 07年8月～ 

 がん相談員 

 専従看護師 1名 

 専任医師 2名 

 広報 

 院内掲示 

 ホームページ 

 07年9月～外来化学療法
導入時にルーチンに実施 

 月平均70名の利用 

 

緩和医療は化学療法と切り離し
ては考えられない 

臨床経過 

抗がん療法 

緩和医療 

緩和医療 抗がん療法 

着いてから治療終了までの時間 
（07年4月23日～27日，75人） 

1：07 

ジェムザール（塩酸ゲムシタビン） 

タキソテール（ドセタキセル） 

EC療法 

ハーセプチン（トラスツズマブ） 

トポテシン（塩酸イリノテカン） 

タキソール（毎週パクリタキセル） 

FOLFOX/FOLFIRI 

R-CHOP 

1：46 
2：03 

2：21 
2：37 

3：13 

4：18 

1：46 

EC療法：乳がんに対する治療 ファルモルビシン+エンドキサンの併用療法 

FOLFOX/FOLFIRI：大腸がんに対する治療  ５ＦＵ+アイソボリン+エルプラット（ＦＯＬＦＯＸ）またはトポテシン（ＦＯＬＦＩＲＩ）を
２日間持続注入する埋没ＩＶＨを使用する治療 

R-CHOP：悪性リンパ腫に対する治療 リツキサン（Ｒ）とオンコビン+アドリアシン+エンドキサン（ＣＨＯＰ）の併用療法 

23 6 2 2 6 3 2 10 

名大病院 
緩和ケアチーム 06年6月～ 

 活動実績 

 06年7月～08年3月 

 51件/21ヶ月（月 2.4件） 

 外来：入院 17 : 34 

 内容（重複あり） 
 疼痛 47例 

 全身管理、呼吸症状、下痢 

 定期カンファレンス 

 呼吸器科病棟 

 耳鼻科病棟（精神科含む） 

 
呼吸器科病棟とのカンファレンス 
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地域がん診療連携拠点病院 

 都道府県知事が推薦
し、厚生労働大臣が
指定 

 二次医療圏に1ヶ所
程度を目安に推薦 

 

平成18年12月 中日新聞 

特定機能病院を指定する場合
の指定要件について 

 医療法第４条の２に基づく特定機能病院をがん
診療連携拠点病院に指定する場合、IIの地域が
ん診療連携拠点病院の指定要件に加え、次の
要件を満たすこと。 

 複数種類の腫瘍に対する抗がん剤治療を行う機能を
有する部門（腫瘍センター等）を設置すること。 

 他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行う医師
の派遣に積極的に取り組むこと。 
 

特定機能病院を指定する場合
の指定要件について 

 我が国に多いがんについて、地域連携クリティカ
ルパス（がん診療連携拠点病院と地域の医療機
関が作成する診療役割分担表、共同診療計画
及び患者用診療計画表から構成されるがん患者
に対する診療の全体像を体系化した表をいう。
以下同じ。）を整備すること。 

 ウに規定する地域連携クリティカルパスを活用す
るなど、地域の医療機関等と協力し、必要に応じ
て、退院時に当該がん患者に関する共同の診療
計画の作成等を行うこと。 

厚生労働省 08年3月1日付け指針より 

HER2過剰発現乳がん 
トラスツズマブ療法 

 HER2受容体をターゲットにし
た分子標的療法 

 化療併用＞化療単独 
 生存期間の延長 

 病勢進行までの期間の延長 

 奏効率の上昇 

 国外臨床試験 1,298例 
 発熱 359例（27.7％）、悪寒 

359例（27.7％）、無力症 257
例（19.8％）等（承認時）  

 重大な副作用：心障害、アナ
フィラキシー様症状、間質性
肺炎・肺障害（以下略） 

NEJM Slamon, 2001 

Phase III:  
CT vs CT+T for MBC 

CT CT+T P 

Slamon (NEJM 2001) 

N 234 (AC or PTX) 235 (AC or PTX) 

TTP (M) 4.6 7.4 < 0.001 

RR (%) 32 50 < 0.001 

OS (M) 20 25 0.046 

Marty (JCO 2005) 

N 94 (DTX) 94 (DTX) 

TTP (M) 6.1 10.7 < 0.001 

RR (%) 34 61 < 0.001 

OS (M) 23 31 0.032 



6 

HERA Trial Study Design 

 HER2 positive BC 

 S + neo or adj CT±RT 

 Stratification 

 Nodal status 

 Adjuvant CT regimen 

 HR status, endocrine tx 

 Age 

 Region 

R 
A 
N 
D 
O 
M 
I 
Z 
E 

Trastuzumab 8mg/kg→6mg/kg 3 weekly x2 years 

Observation 

Trastuzumab 8mg/kg→6mg/kg 3 weekly x1 year 

n = 5090 

2月末にtri-weeklyで保険収載 

HERA study 
乳がん術後のトラスツズマブ 

 乳がん術後 

 HER2陽性 

 リンパ節転移あり、ま
たは腫瘍径＞1cm 

 化学療法後にトラスツ
ズマブ投与（１年間） 

 再発リスクは半分に 

Disease free survival 

HR= 0.54 
(95 %CI, 0.43 to 0.67; P<0.0001) 

NEJM 353:1659, 2005 

がん診療連携拠点病院 

（外来化学療法） 

患者・家族 

地域かかりつけ医療機関 

（副作用対策、緩和ケア） 

連携ホームページによる
情報提供と共有 

• 治療計画を共有 

• 在宅医療への移行が容易に 

• 連携ホームページ 

• パス大会・セミナー開催 

• 研修の実施 

• 公開カンファレンス 

• パス大会・セミナーに参加 

• 研修に参加 

• 公開カンファレンスに参加 

地域連携クリティカルパスによるが
ん診療ネットワーク 「地域で診る」 

外来化学療法部 
医療経営管理部 
地域医療センター 

外来化学療法と地域連携のモ
デル１ 

事前相談・カンファレンス 

各診療科の主治医オーダー 

採血 

各診療科主治医による診察 

化学療法の専門的視点から 
外来化学療法室による評価 

治療の実施 

当日 

前日までに 事前相談 

外来化学療法のオーダー 

採血 

化学療法部医師による診察 

化学療法の専門的視点から 
外来化学療法室による評価 

治療の実施 

名大病院 地域医療機関 

地域連携パス 

目標：地域の先生方と連携による一貫
した乳癌術後ハーセプチン治療 

名古屋大学病院 

かかりつけ医での治療 
 ハーセプチン3週間ごと 
 ホルモン治療 
 定期的に採血（3ヶ月に1回） 
 心エコー （3ヶ月に1回 名大で行わない場合） 
 自己検診実施を確認 
 副作用の確認と発症時の相談 

3週間毎に来院 

かかりつけ医 

治療 
 化学療法 
 放射線治療 

指導 
 自己検診方法 
 治療の副作用・対処法 
 関節運動 
 補正下着について 
 リンパ浮腫予防（腋窩郭清

時） 
 心エコー （3ヶ月に1回） 

名古屋大学病院での治療・検査・指導 
3か月毎に心エコー* 
1年毎に名大病院でCT・マン
モグラフィーなど検査 

3ヶ月毎に採血 
3か月毎に心エコー* 

術後抗がん剤治療 

放射線照射終了 

 ハーセプチン導入 

患者さんの目標 
 ◆ 自己検診ができる 
 ◆ 日常生活（家事・仕事）へ復帰できる 
 ◆ 副作用への対処ができている  

患者さんの目標 
 ◆ ハーセプチン治療が継続してできている 
 ◆ 定期的な通院ができている 
 ◆ 服薬を守っている 

 ◆ 普段どおりの動きができる（外出・家事など） 
 ◆ 服薬による副作用がない、またはコントロールできる 
 ◆ 乳がんの再発がない 

外来化学療法と地域連携のモ
デル 術後ハーセプチン療法 
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投与方法 薬剤 投与時間 Day 1 

 

① DIV 生理注（ハーセプチン用） 250 ml 

ハーセプチン注 8mg/kg 

90分 

166ml/時 

↓ 

② DIV 生理食塩液注 50 ml 6分 

500 ml/時 

↓ 

術後補助療法ハーセプチン療法の投与方法（初回） 

術後補助療法ハーセプチン療法の投与方法（2回目以降） 

投与方法 薬剤 投与時間 Day 1 

 

① DIV 生理注（ハーセプチン用） 250 ml 

ハーセプチン注 6mg/kg 

90分 

166ml/時 

↓ 

② DIV 生理食塩液注 50 ml 6分 

500 ml/時 

↓ 

インターバル日数 21日 

乳がん地域連携ハーセプチンパ
スの運用 

 連携先病院での初回診察日は、名大病院での初回投与が決まり次
第、関連病院に電話で連絡し、決定する 
 連携先病院の体制に合わせて、医師同士の連絡、又は、地域連携室同
士での連絡で行う 

 連携先病院での初回診察時には、「術後ハーセプチン療法依頼書」
、「診療情報提供書」と「看護サマリ」を患者が持参する 

 連携先病院での投与開始後は、３カ月に一度程度の頻度で名大病
院を受診する。その際には「チェック項目オーバービュー」及び検査
結果のコピーを持参する   

 情報連携については、６月からの運用は紙での運用とする 
 ファイルメーカー等を利用した連携方法を検討していく 

 患者の夜間体調不良等の対応は、原則連携先病院で対応し、困難
な場合には、名大病院救急外来で対応する 

 名大病院では診察のみとし、基本的にホルモン治療や心エコー等に
関しては連携先病院で行う 

2008年5月21日 第2回 地域連携パスWG 議事録より抜粋 

外来化学療法と地域連携のモ
デル２ 

事前相談・カンファレンス 

各診療科の主治医オーダー 

採血 

各診療科主治医による診察 

化学療法の専門的視点から 
外来化学療法室による評価 

治療の実施 

当日 

前日までに 事前相談・パス 

化学療法の専門的視点から 
外来化学療法室による評価 

治療の実施 

地域連携パス 

計画的に受診 

名大病院 地域医療機関 

外来化学療法研修会 

 外来化学療法の実務（ノ
ウハウ）の情報交換 

 外来化学療法に関わる
医師、看護師、薬剤師、
事務員等を対象 

 スライド形式のプレゼンと
外来化学療法室の見学 

 月曜日午後3時から約2
時間 随時開催   

 06年10月～計17回実施 

1 プロトコール 化学療法部医師 

2 手順書 化学療法部医師 

3 看護師の役割 専任看護師 

4 薬剤師の役割 専任薬剤師 

5 医事 医事課担当者 

6 がん相談 がん相談員 

7 外来化学療法室の見学 

第1回碧南市民病院 

グローバルスタンダードにかなうメ
ディカルオンコロジーチームの育成 

大学院医学系研究科 

専門医師養成コース（化学療法） 

インテンシブコース（医師） 名古屋大学 
大学院医学系研究科 

専門医師養成コース（化学療法，放射線治療） 

コメディカル養成コース 

（看護師，放射線治療専門技師，医学物理士） 

インテンシブコース（医師，看護師） 

愛知県がんセンター中央病院 

重粒子医科学センター 北里大学 

愛知県がん診療連携協議会 

藤田保健衛生大学・七栗サナトリウム 

連携 

浜松医科大学 

大学院医学系研究科 

専門医師養成コース（化学療法，放射線治療） 

コメディカル養成コース（薬剤師） 

インテンシブコース（医師，薬剤師） 

静岡がんセンター病院 

聖隷三方原病院 

聖隷浜松病院 

連携 

名城大学 

大学院薬学研究科 

コメディカル養成コース（薬剤師） 

安城更生病院 

藤田保健衛生大学病院・ 
七栗サナトリウム 

岐阜大学 

大学院薬学研究科 

コメディカル養成コース（薬剤師） 

連携 

連携 

合同セミナー 
カンファレンス 

岐阜薬科大学 

がんプロ「インテンシブコース」 
医師短期修練コース 

 化学療法，放射線治療，緩和ケアの実践を通して臓器横
断的に世界標準（グローバルスタンダード）にかなう高水
準のがん医療を実践する人材を育成 
 学位は目的とせず 

 外来化学療法部（入院診療あり）を含む複数の診療科を
選択し，診療を通して修練 

 修了条件（修了を目的としない研修も可能） 
 必修講義（１時間×４講義以上） 

 受け持った患者報告書（2臓器・領域以上計10例以上） 

 平成19年11月より受け入れ予定 

 研修登録医として月額6,300円 

TOKAI GANN PRO 
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名大病院 
オープンカンファレンス 

 07年10月～ 

 内容 

 乳腺・内分泌腫瘍 

 食道 

 乳腺・内分泌腫瘍画
像診断（08年6月～） 

 呼吸器内科 

 申込書及び誓約書 

放射線療法・化学療法の推進、 
医療従事者の育成 

がんの 
予防 

受診率 
50％ 

未成年者 
の喫煙率 

0％ 

がん医療 
に関する 
相談支援・ 
情報提供 

すべての 
２次医療圏に 

相談支援センター 
を設置し、研修を 

修了した相談員 
を配置 

がんの 
早期発見 治療の初期段階からの 

緩和ケアの実施 

すべての拠点病院で 
「放射線治療・外来化学療法」 

を実施 

すべてのがん診療に携
わる医師に緩和ケアの
基本的な研修を実施 

がん登録の推進 

院内がん登録を行う医療医関数の増加 

医療機関の整備等 
原則、すべての２次医療圏に 
拠点病院を設置し、５大がんの 
地域連携クリティカルパスを整備 

が ん 研 究 

07年6月 がん対策推進基本計画  

全ての患者・家族の安心 

がんによる死亡者数の減少 
（20％減） 

全てのがん患者・家族の 
苦痛の軽減・療養生活の質の向上 

重点的に取り組むべき事項 



演題抄録 

 

演 題 名  

愛知県がんセンター中央病院における病診連携システムの現状と地域連携パスへの展望 

  

医療機関名 愛知県がんセンター中央病院 

所属・役職 呼吸器内科・医長 

氏   名 清水 淳市 

 

要旨： 

当院では、初診患者のうち約 70%が紹介患者で、名古屋市医師会病診連携システムを用いた

紹介が約 6%である。平成 19 年からは初診予約システム、相談支援室も稼働している。一方、非

がん患者の逆紹介、緩和治療目的での在宅診療依頼や、転院などで地域との連携をはかってい

る。現在稼働している地域連携パスはないが、スムーズな連携を目的としたパスの導入を計画し

ている。また、がん治療の共同診療として、乳腺科ではホルモン療法に関する地域連携パスの

導入を準備中であり、その取り組みも紹介する。 

 

**************************************************************************** 
 

当院は、病床数５００床のがん専門病院である。昭和 39 年に開院し、平成 14 年に地域がん診

療拠点病院の指定を受け、さらに、平成 19 年には都道府県がん診療連携拠点病院の指定を受

けた。初診患者の約 70%が紹介患者である。紹介システムとしては平成 11 年から、名古屋市医

師会病診連携システムに参加しており、平成 19 年５月からは医療連携の拡充を目指して、全診

療科にてセカンドオピニオンを開始、初診外来予約システムも稼働した。平成 19 年度は、6%が名

古屋市医師会病診連携システムからの紹介であった。 

平成 19 年４月には、相談支援室が開設され、１年間で 2498 件の相談を受けた。院外からの問

い合わせも受け付けており、実際に 1295 件の相談があった。院内からは、在宅への移行や転院

の相談が多かった。現在、相談支援室では、これまでの紹介実績を参考に、在宅医を紹介してい

る。千種区医師会には在宅医紹介システムがあるが、十分に活用されていない。今後は、システ

ムを活用して、幅広い在宅医と連携を取っていきたいと考えている。 

緩和治療を目的とした在宅診療の依頼や、緩和病院への転院などにおいては、スムーズな切

れ目のない連携を行うために、地域連携パスの導入を検討している。現時点では、在宅中心静

脈栄養のパスを作成しており、まずは近隣の在宅医との連携に使用していきたい。緩和だけでは

なく、がん治療の共同診療を推進することも重要である。まずは、乳癌の術後ホルモン療法を診

療所で行うという病診連携パスを作成中で、来年度からの開始を目指している。しかし、連携診

療所を対象とした研修会をどのように開催していくかなど、具体的な運営には課題が多い。 

がんの地域連携パスは、各医療施設が役割分担し、患者さんが安心して、質の高い医療を受

けることができるようになるための一つの方法である。具体的には、緩和治療を目的とした病診・

病病連携におけるもの、経過が長くなる術後フォローアップを目的としたものが多い。経過の短い、

頻回に専門的な診療を要するような状態では、患者手帳のようなものも連携パスの一種と考えて

も良いのではないかと考える。また、各拠点病院が独自のパスを作成していては、混乱が生じる。

しばらくは、試行錯誤の時期となると思われるが、当院がそれらをとりまとめていけるように努力

をしていきたいと考えている。

 



演題抄録 

 

演 題 名 千種区医師会「在宅医紹介システム」概要 

 

医療機関名 イノコシ外科内科リハビリテーション室 

                      （千種区医師会地域医療委員） 

氏   名 佐野 真 

 

 

要 旨   

  

地域医療が崩壊している。 

最大の要因は高齢化に伴う医療費の増大だ。この医療費を抑制する手段の一つとし

て、現在 80%超の病院における終末期医療を在宅にシフトさせる必要があるーとい

うのが厚労省の見解で、同省は未だその機が熟さないうちに受け皿となってきた療養

型病床の大幅削減を断行した。が、誰もが望んでいる在宅死ではあるが、疾病構造の

変化、少子・核家族化などによりハードルも高い。 

 千種区医師会では病診の役割分担という観点から、平成 19 年 7 月より在宅医療

を支援する診療所が登録した「在宅医紹介システム」を立ち上げ運用を開始している。

概要は 

① 病院・主治医が在宅医療を必要と判断する患者の紹介状（住所、病状、必要と  

される医療詳細を記したもの）を作成、千種区医師会宛 Fax 

② 区医師会より紹介状を登録医宛 Fax 

③ 登録医は紹介状内容を勘案し同患者の在宅医の可否を区医師会宛 Fax 

④ 区医師会より病院・主治医へ在宅可能医リストを Fax 

⑤ 主治医と本人・家族で相談し在宅医を決定、当該医療機関へ連絡 

まだまだ繁雑で問題点も多いが、関係各位のご意見を伺いながら有用なシステムと

して地域医療に貢献出来るよう努力していきたい。 

在宅医療の推進には訪問看護ステーション、調剤薬局、ケア・マネージャー等の社

会資源の充実、有用活用、連携強化が期待され、サービス提供に関する情報システム

の構築も重要である。また、地域単位の取り組みが不可欠で中核となる在宅支援診療

所の在り方、強化、再編についても検討が必要と思われる。 

 

 

 

 



演題抄録 

 

演 題 名 訪問看護ステーションの現状と課題 

 

医療機関名 （社）愛知県看護協会立 

訪問看護ステーション「たかつじ」 

所属・役職  所長 

氏   名  真下 美枝子 

 

研究要旨   

  平成 20 年度診療報酬改定により、在宅医療においても、さまざまな改定がされた。

訪問看護に関する項目では「訪問看護基本療養費（Ⅰ）」の引き上げや多くの加算が   

新設された。特にがん末期利用者に関連する項目が手厚く評価され、また、病院等と  

の連携についても見直された。 

在宅医療が推進される中での訪問看護ステーションの現状と課題、病院との連携、  

今後の取組み状況について報告する。                           

 

 

１．訪問看護ステーションの現状と課題 

  現在、全国で訪問看護ステーションは約 5,480 ケ所ある。看護職員数は平均 4.2 人

と小規模のステーションが多く存在する。また、多くの訪問看護ステーションでは人材

不足が深刻であり、そのために訪問看護の受け入れが困難なステーションがある。 

  特にがん利用者における訪問看護の依頼は、末期状態になってからが多く、状態に合

わせたフレキシブルな訪問体制と 24 時間対応体制が求められる。しかし、小規模なス

テーションではこれらの体制を十分整えられないことも多い。 

  今回の診療報酬改定では、がん末期利用者に関する項目として「退院時共同指導加算」

「ターミナルケア療養費」の見直し、「退院支援指導加算」「後期高齢者終末期支援療養

費」の新設がされた。しかし、これらの評価に値するよう訪問看護の体制整備と看護の

質の向上を図る必要性があり、地域全体でがん利用者を支援していかなければならない。 

２．訪問看護ステーションと病院との連携  

  当ステーションではがん利用者の依頼先は病院の退院調整看護師が多い。入院中から

利用者に関わり、必ず退院時共同指導に出席している。退院後はその後の状況を病院側

へ情報提供し、退院後も連携を継続している。また、再入院時は訪問看護サマリーを作

成し、退院調整看護師へ引き継ぎ、継続看護に取り組んでいる。              

  病院側では訪問看護の導入時期に迷われると思うが、訪問看護ステーション側では末

期状態になる前から利用者に関わり、看取り（利用者や家族の望む場所）まで支援した

いと考えている。ぜひ、がん利用者が外来通院している時期から訪問看護ステーション

との連携を推進していただきたいと思う。 

３．訪問看護ステーションの今後の取組み 

  在宅看取りの推進及び訪問看護ステーションの拡充に向けた平成 30 年までの目標 

① 在宅死亡者割合を高める：平成 25 年 ２０％、平成 30 年 25％を目標 

② 在宅死亡者の訪問看護利用者割合を高める：平成 30 年 50％を目標 

③ 安定的な 24 時間サービス提供整備の整備                       

  （日本看護協会・日本訪問看護振興財団・全国訪問看護事業協会の 3 団体の共同提案） 



がん診療の地域連携実現に向けてー退院支援よりー 
名古屋大学医学部附属病院 

看護師長 
池戸 初枝 

 
要旨：退院支援では、患者自身の療養に対する意思決定が重要である。そのた

めには、療養に関する支援体制など十分な情報提供を行い、患者自身が療養ス

タイルを選択ことが必要である。がん患者の場合も、療養に対する意思決定は

重要だが、療養への準備時間が十分にあるとはいえない。そのため、患者の意

思決定に沿った療養環境の準備をより速やかに的確に行うことが重要である。

さらに地域連携では、療養を支援する様々なスタッフが適切なケアを提供でき

るように情報を提供していく事が重要である。 
 
 当院では、平成１５年に地域医療センターが医師、看護師、MSW の多職種

で組織され、地域連携の窓口として活動している。地域医療センターでは前方

連携と後方連携があり、後方連携の主な活動は、退院支援と医療相談である。

退院支援は、平成１５年度は１０５件であったが、平成１９年度は４９１件と

増加している。退院支援の依頼件数の増加から地域連携の必要性が高まってき

ているといえる。退院支援では、患者の意思決定に基づき、次の療養先のスタ

ッフが適切にケアを提供できるように情報提供や必要な準備を行っている。 
退院支援の患者は、退院先は６割が自宅で４割が転院、年齢は０歳から９９

歳、疾患の半数ががん、退院時必要な医療処置は複数必要とする場合もある。

自宅への退院で中心静脈栄養が最も多く、患者・家族への在宅中心静脈栄養法

実施への指導や訪問診療・看護・薬剤師など多くのスタッフが関り、注射薬や

医療材料など多くの調整が必要となる在宅中心静脈栄養法での地域連携パス

（HPN パス）を作成した。HPN パスでは双方向の情報交換により、必要な情

報提供ができるようにしている。地域連携では双方向の情報交換ができるよう

にすることが必要である。 
がん患者の退院支援では、回復期リハビリテーション病院への転院は少なく、

緩和ケア病棟への転院が多くなっている。また、病状の悪化や死亡により退院

支援を中止することも多い。がん患者の退院支援ではがん診断や治療中に支援

介入する事は少なく、症状コントロール時期に行う事が多い。自宅の場合では、

症状出現に対する不安などがあり、訪問診療や訪問看護など体制を整える事が

困難な場合が多い。緩和ケアへの場合では、自宅近くに緩和ケア病床を有する

病院が少なく、また、希望したと時にすぐに入院することが難しく、１から２

ヶ月の待機期間が必要となる事が多い。がん患者への退院支援では、意思決定

や療養への支援体制の調整などに困難を伴う事が多いが、できる限り患者・家

族の意向に沿えるように連携をすすめている。 
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